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論 文 内 容 要 旨
韓国における環境保全型農業の展開条件に関する研究

























































欧米 では農業が環境 に負荷 を与える面が大 きいという認識が一般的であるのに対 し、東
アジアでは農業が環境 に負荷 を与えるのみな らず、農業が環壕への負荷 を除去する機能も
有 して いる と認識 されて いる。
このよ うな認識の相違は主 に、東アジアが水 田作主体 、欧米が畑作 ・牧畜主体 といった
農業構造 の違 いに起因 している と考え られる。
なお、景観 維持や伝統文化 の継承といった農業 ・農村 の多面的機能 に対す る認識 は、欧
米、東 アジア ともに共通 している面が多い。
Il章 欧米 との対比でみた韓国における環境保全型農業政策展開の類似点と相
違点































動 1970年代 英 ・自然保護協議会「農業活動 1970～80年代 開発 1970年代 ∴
機 が野生生物減少をもたらす」と主張 途上国・食糧難の克服 公害問題深刻化した
米国:1970年代から農産物輸出の急拡大一・ ・1990年代 急速な経 が農業が環境に与え

























III章環 境 保 全 型 農 業 に関 す る国 際協 定 と韓 国 に対 す る適 合 性
各国の農業環境政策 に対 してWTO協 定やコーデ ックス委員会 の基準が大 きな影響を及
ぼ して いる。 ところが こうした基準 を一律 に適用 しようとしても、欧米 、韓国、我が国の
三者はそれぞれ、表3に 示 した解決すべき農業問題の性格が異なるため、難 しい。その点
をWTO協 定の直接支払 いを例 に比較対比したのが表4で ある。また欧米、 日韓ではWTO
協定 に基づ き環境保全 を意識 した直接支払い制度の導入が見 られるが、韓国や 日本 の直接
支払いはWTO協 定 内容 と整合性を欠く面がある。
このため、第一 に我が国や韓 国な ど東アジアでは欧米 とは異なった体系で環境保全型農
業 に関す る取 り組みがな される必要があること、第二に東アジアでは取 り組みが遅れたた
めに、欧米 に比 して打 ち出せていない環境保全型農業に関 しての明確な概念 を確立する必
要があること、などが示唆 される。
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表3農 業環境政策実施 に至る欧米 ・日本 ・韓国の背景の差異
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〔1〕市 田知子 「EU条件不利地域 における農政展開一ドイツを中心に一」農林水産政策研究
所 『農林水産政策研究叢書』第5号 、2004年。
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論 文 審 査 結 果 要 旨
環境保全型農業については,欧米諸国のみならず,近年,日本や韓国をはじめとするアジア諸国でも,
多様な政策的支援の下で実践的な広が りを見せるようになった。しか し,その展開条件は,欧米 とア
ジア地域で大きく異なるばか りでなく,同 じアジア諸国間ひいては各国内の地域間です ら必ず しも一
律でない。
本論文は,欧米諸国 との対比を視野に入れなが ら,近年,我 が国以上に環境保全型農業に対する政
策的支援策が展開 されている韓国の環境保全型農業を展開してい く上での条件を,政策,技術,農法,
土地利用,輪 作体系,マ ーケッティング等々の視点か ら体系的に研究 した労作である。多岐に及ぶ研
究成果の概要については,以 下の通 りである。
第一に,欧米 との対比で韓国など東アジア地域における環境保全型農業に対する認識の相違やそれ
が生 じる背景について,自然条件,農業構造,農法といった切 り口か ら検討 し,農村景観の維持や文化 ・
伝統の継承等は別 にして,欧 米基準を踏襲する形で韓国の環境保全型農業の展開条件を検討ナること
は,様 々なミスマ ッチが生 じることを明らかにした。
第二に,欧 米及び韓国における農業環境政策の展開過程を比較対比的に検討 し,同 じ農業環境政策
とはいっても,政策展開の時期や 目的,政 策内容,政 策手段等にいずれも大きな差異があることを,
その理由も含めて明らかにした。とりわけ,農産物過剰問題 を抱 える欧米の農業環境政策が休耕など
生産抑制的性格が強いのに対 して,食料 自給率低下の下で農工間所得格差が拡大しつつある韓国では,
環境保全 と生産の維持 ・向上を両立 させ るような環境政策 を志向せざるを得ないと指摘 した。
第三に,WTO農業協定など環境保全型農業に関連する国際協定の枠組みが韓国の農業環境政策に
与える影響について検討 し,欧米に適合的だ といわれ る協定内容は,韓 国に適用する上で多くの問題
を内包 していることを明 らかにした。具体的には,環 境直接支払いがWTO協 定上のグリー ンボック




研究し,地域 レベルにおける環境保全型農業を展開してい く条件 として,①農地利用の団地化,② 不
在地主所有地の利用調整,③ 合理的輪作体系の確立,④ 中央政府 と地方政府の政策や財政支援面での
連携,⑤ 地域 レベルの認証制度の確立 といった,個別具体的な対策が望まれていることを明らかに し
た。
第五に,各 章の分析を総括的に検討 し,以上の条件に加 えて,① 韓国など東アジア基準を反映 した
国際協定の設定,② 農業環境政策の体系化 と地域連携,③ 環境 と生産維持を両立できるよ うな直接支
払制度の構築,な どに取 り組むことが必要であると結論づけた。
以上のように本論文は,や や荒削 りな分析が多少見られるものの,韓 国を研究対象に取 り上げ,広
い視野か ら東アジア型環境保全型農業の展開条件 を明らかにしようとした意欲的研究である点を高 く
評価 し,審査員一同,本論文の著者に対 して博士(農学)の 学位を授与するに値するもの と判定した。
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